
平成　 年　 月　 日時点

�

（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 21 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 年度～ 【業務の流れ】

平成 年度まで

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

イ

食生活の多様化により米の消費量が減少傾向に

あるため、自給率向上・米の消費拡大に向け新た

な利用法として米粉の普及に取り組んだ。

市内産の米粉販売が行われ、売れ行きも好調であ

り、米粉の認知度が高くなった。

・商業者から、米粉と小麦粉の価格差が大きく、商品

化をしても継続して消費者に受け入れられるか難しく

本格的には取り組めない。

・現在米粉の提供を受けて実施している活動（給食

等）は費用負担してまでは継続できない。

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

上

位

目

的

④ さらに、どんな上位目的に結び付けるのか ⑧ 上位成果指標名（考え方）

旭市産米の主食以外の利用・消費拡大とそれ

による商業の活性化。

米粉料理を作る人、米粉商品を食す人の

数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

24年度 25年度 26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

21年度 22年度 23年度

（決算） （決算） （計画） （計画）

イ

料理教室参加者

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

人 34

(18組)

38

74

戸別所得保障制度を利用した米粉用米の生産

者が継続して生産を行える。商工業者が市内

産の材料を使った商品の開発・販売ができる。

それによって消費者が主食以外の米を食する

ことができる。

ア

米粉・米粉商品の商品化数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

1 2

69,223

③ 意図（対象がどのような状態になるのか） ⑦ 成果指標名（考え方）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（計画）単位 （決算）

目

的

② 対象（誰、何を対象にしているのか） ⑥ 対象指標名

21年度 22年度

手

段

① 主な活動 ⑤ 活動指標名

23年度 24年度 25年度 26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

農業者　商工業者　一般市民

旭市人口（4/1現在）

・商品開発検討会・製粉機講習会・給食への米粉提

供　・料理教室の開催及び児童、生徒対象教室への

米粉提供・各種イベントでのＰＲ活動

ウ イベント参加数 回 4 4

3 5・玄米スナック製造　・給食への米粉提供

・親子米粉料理教室の開催・　視察研修

・各種イベントでのＰＲ活動

イ

料理教室開催数

（Ｈ24は別事業に協賛）

回 2

23年度実績（23年度に行った主な活動）

ア

新たに米粉商品の開発・販売に取り

組む商業者数

人

2 2

24年度計画（24年度に計画している主な活動）

26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

0 0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

延べ業務時間 時間 354 298

トータルコスト(A)＋(B) 千円 2,374 1,449 2,170 2,132

人件費計  (B) 千円 0 0 1,345 1,132 0 0

会議(資料作成含む）　66ｈ　視察研修　56ｈ　※Ｈ24はなし

商品開発　80ｈ　　料理教室　56h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そ

の他（給食提供・アンケート調査など　96ｈ

維持管理業務152日×8ｈ（Ｈ25～）

人

件

費

正規職員従事人数 人 0.18 0.15

1,449 825 1,000

② 延べ業務時間の内訳 事業費計  （A） 千円 2,374 1,449

会議費　12,252円　　事業費　722,136円　　事務費　80,163円

維持管理費　63,000円

事

業

費

財

源

内

訳

一般財源 千円 2,374

825 1,000 0 0

地方債 千円

その他 千円

都道府県支出金 千円

国庫支出金 千円

26年度

① 事業費の内訳（費目等） （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

単位

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

① 事業期間 ② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

　旭市産米を使った米粉の利用拡大を進めるため、その利用法を掘り起こし農業者と商工業者が連携して製造・商品化を進める。

そして、その商品開発、販売促進、需要喚起のためのPR活動をし、本格的な米粉普及へ向けた取り組みを行う。

活動内容は、各種イベントや料理教室での実演・試食などのＰＲ　学校給食へ利用促進のための米粉提供　レシピ集の作成　米粉製

粉機利用促進のための講習会の開催　米粉製品開発取り組み業者の支援など

平成

　先進地等視察　→　商品開発等打合せ　→　商品製造　→　各種イベントでのPR・アンケート調査　→　販路確保

H２４からは加工センター内にある米粉製粉機の維持・管理（Ｈ２３までは多目的研修センターの管理人が行っていた。)※全体像を記述⇒

施策の展開 5 交流事業の促進 根拠

法令基本事業 291 他産業との連携

施策 1 農業の振興 一般会計 06 01 03

１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）

政策

体系

基本方針 5 活力と躍動感に満ちたまちづくり 予算

科目

会計 款 項

ｺｰﾄﾞ2

主要事業 電話番号 68-1175

ｺｰﾄﾞ1 1236 米の力再発見事業

内線 255

目

平成 23 年度事後評価・決算 事務事業マネジメントシート 

24 11

所属班 振興班

22

課 農水産課

事務

事業名



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

①米粉の流通・販売方法の見直し

②商品開発等に商工業者等の活力を生かし販売に繋がる取組みとする。

③

④

低下

①安価な米粉を供給するための米の生産

②商工業者への米粉商品開発のための支援

③

④

成果

向上 ○

維持

（廃止・休止の場合は記入不要）

食育関連事業との連携

コスト

削減 維持 増加

公

平

性

評

価

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

米粉への取り組みを行っているのは農商工業者の一部に限られている。

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

米粉を商品化するには原価が高いことがネックとなってしまう。

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

(2)

・商品開発・ＰＲ等は、商工業者を主にした事業で進める。

・料理教室は、生涯学習の講座やそのほか既存の教室、児童・生徒対象教室などで米粉料理を取り入れる。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

・委託に頼った商品開発でなく、各商業（飲食店・製菓業など）の持っている技術力・販売力を活用して開発。

・学校給食への提供は、給食の予算の中で実現できるメニューへと切り替える。

・米粉を提供するだけの取り組みは縮小する。

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

・⑥の方法で商品開発・ＰＲについては農商工業者主体で活動。料理教室については他事業の協力を得る。

・Ｈ25～米粉製粉機の維持管理をするための臨時職員を予定しているが、隣接するｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰと製粉機を設

置してある加工ｾﾝﾀｰ自体と一括管理をすることで削減できる。

有

効

性

評

価

④　成果の現状水準

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？

活動の中で関係者が商品の販売に対して消極的である。米粉の製造・販売は順調であるが、商品に結びついてい

ない。商業者が主体となって取り組まなければ流通できず、成果は得られていない。

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？

3年間の活動で、行政と現在の組織でできる取り組みは、ほぼ終わっている。方向性を決め、それにあった組織に

見直して、事業主主体で推進する方向へ転換をする。

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性
(1)

目

的

妥

当

性

評

価

① 政策体系との整合性

この事務事業の目的は市の政策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

農業者が米の生産を継続することを、商工業者が連携・支援できる仕組みをつくることで相互の活性化を図る。ま

た主食以外の利用方法を見出し、米の消費を維持させることができる。

② 対象・意図の妥当性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

米の消費拡大と食糧自給率を向上させるためには、現在旭市にある農業者の生産力を継続させ、商工業者の開

発力・販売力を活用、更に高めることで消費者（市民）の食生活に地域で関わる、この一連の流れを継続することが

目的達成につながる。

③ 行政関与の妥当性

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

・販路や取り扱う店を確保するには、行政では限界があり、商品開発についても、取り組む事業者が商品化できる

までの関与とし、いずれも事業者主体ですすめるためには、協議会の組織と活動内容を見直すことが課題である。

事務事業名 米の力再発見事業 課名 農水産課 班名 振興班


